
企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
企画調整
課

県民意識の調
査及び分析委
託業務

令和3年6
月28日

25,960,000
株式会社サーベイリサー
チセンター沖縄事務所

沖縄県那覇市久茂地3丁
目21番1号國場ビルディ
ング9階

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ４社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案が総合的に優れていること
から特に評価が高く、総合得点でも最も高得点
であったため、契約の相手方として選定した。

2
交通政策
課

令和３年度公
共交通利用促
進に向けた調
査検討業務

令和3年4
月1日

33,966,900
八千代エンジニヤリング
株式会社沖縄事務所

沖縄県那覇市久茂地３丁
目21番１号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社のみ応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査し、基準を満たした
ため、契約の相手方として選定した。

3
交通政策
課

令和３年度　沖
縄県総合交通
体系基本計画
策定支援業務

令和3年5
月14日

13,804,999
中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体

沖縄県浦添市宮城五丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社のみ応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査し、基準を満たした
ため、契約の相手方として選定した。

4
交通政策
課

令和３年度
TDM施策推進
業務

令和3年6
月11日

22,869,000
計量計画研究所・中央建
設コンサルタント共同企
業体

東京都新宿区谷本村町２
番９号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社のみ応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査し、基準を満たした
ため、契約の相手方として選定した。

5
交通政策
課

令和３年度バ
スレーン拡充
調査検討業務

令和3年6
月11日

23,540,000
中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体

沖縄県浦添市宮城五丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社のみ応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査し、基準を満たした
ため、契約の相手方として選定した。

6
交通政策
課

令和３年度公
共交通の利用
環境改善に係
る広報活動業
務

令和3年6
月21日

20,064,999
令和３年度公共交通の利
用環境改善に係る広報
活動共同企業体

沖縄県那覇市銘苅１丁目
１９－２９

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社のみ応募があった。企画提案内容等を
選定委員会において審査し、基準を満たした
ため、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

7
交通政策
課

沖縄鉄軌道PV
作成等委託業
務

令和3年4
月1日

6,500,000

アドスタッフ博報堂・沖縄
映像センター・オトコギ共
同企業体
①株式会社　アドスタッフ
博報堂
②株式会社　沖縄映像セ
ンター
③株式会社　オトコギ

①沖縄県那覇市久茂地
3-17-5 美栄橋ビル３階

②沖縄県那覇市上之屋１
丁目13番36号

③沖縄県那覇市国場210
番地２

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式で広く公募を行ったところ、
2者からの応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
左の社の提案は総合得点で最も高得点であっ
たため、契約の相手方として選定した。

8
交通政策
課

沖縄本島地域
公共交通基礎
調査業務R３

令和3年6
月30日

8,330,971
株式会社　ケー・シー・エ
ス沖縄支社

沖縄県那覇市久米２丁目
４番14号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったが
応募が１社のみであったため、当該業者を契
約候補者とすることについて、選定委員会で
様々な観点から検討を行い、各委員の合議に
より適格であると判断し、契約の相手方として
選定した。

9
交通政策
課

沖縄鉄軌道機
運醸成等委託
業務（R３-１）

令和3年6
月22日

11,546,700 沖縄広告株式会社
沖縄県那覇市天久２丁目
７番７号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式で広く公募を行ったところ、
2者からの応募があった。それぞれの企画提案
内容等を選定委員会において審査したところ、
左の社の提案は総合得点で最も高得点であっ
たため、契約の相手方として選定した。

10
県土・跡地
利用対策
課

令和３年沖縄
県地価調査業
務

令和3年4
月1日

21,118,240
公益社団法人沖縄県不
動産鑑定士協会

沖縄県那覇市久米２丁目
16番19号

第167条の２
第１項第２号

　地価調査業務において、都道府県知事は、
法令で基準地について不動産鑑定士の鑑定
評価を求めることとされている。
　限られた期間内に県全域にわたる多数の基
準地の鑑定評価を行うには、組織体制が十分
でなければならないことから、不動産鑑定士を
包括している県内唯一の団体である本協会を
委託先として選定した。

特命随意
契約

11
県土・跡地
利用対策
課

令和３年度特
定駐留軍用地
等内（普天間飛
行場）土地取得
業務委託

令和3年6
月1日

26,983,000 沖縄県土地開発公社
沖縄県那覇市旭町１１４
番地７

第167条の２
第１項第２号

　沖縄県土地開発公社は、公共用地、公有地
等の取得、管理、処分等を行うことにより、地
域の秩序ある整備と県民福祉の増進に寄与す
ることを目的として設立された法人であり、県
道等の用地取得業務受託により公共事業用地
取得など多くの業務を遂行してきた。
　本件業務に必要となる専門的な知識及び豊
富な実績を有する唯一の法人であり、契約の
相手方として選定した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

12
県土・跡地
利用対策
課

地籍成果電子
化業務委託（R
３）

令和3年6
月30日

2,915,000
公益財団法人　沖縄県建
設技術センター

沖縄県那覇市寄宮１丁目
７番13号

第167条の２
第１項第２号

　（公財）沖縄県建設技術センターでは、沖縄
県と同等の情報セキュリテーイを確保するた
め、「情報セキュリティー基本方針」及び「情報
セキュリティー対策基準」を策定し、公共施設
情報を統合的に管理する「公共施設情報管理
システム」を構築、著作権を有している。地籍
成果を電子化したデータは「公共施設情報管
理システム」を活用し検索・閲覧が可能として
おり、公共施設と同様に効率的かつ効果的な
情報管理を推進する必要から契約の相手方と
して選定した。

特命随意
契約

13
県土・跡地
利用対策
課

普天間飛行場
跡地利用計画
策定調査業務
委託

令和3年6
月30日

13,475,000

(株)URリンケージ・(株)オ
リエンタルコンサルタン
ツ・(株)国建・玉野総合コ
ンサルタント調査業務共
同企業体

沖縄県那覇市松山一丁
目１番19号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２社から応募があった。企画提案内容を選
定委員会で審査したところ、左の社の提案は
検討内容・手法等に優れていることから特に評
価が高く、総合得点も１位で選定基準（合計点
の６割以上）を達成しているため、契約の相手
方として選定した。

14
科学技術
振興課

沖縄ライフサイ
エンス研究セン
ター入居者支
援等業務委託

令和3年5
月18日

8,000,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎5-
1

第167条の２
第１項第２号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ2つの事業者から応募があった。企画提案内
容等を選定委員会において審査し、業務実施
体制、業務行程等を総合的に評価し、選定し
た。

15
科学技術
振興課

令和３年度成
長分野リ－ディ
ングプロジェク
ト創出事業研
究委託業務（高
純度エクソソー
ム生産技術の
開発と医療・化
粧品産業への
応用）

令和3年4
月1日

30,000,000
一般社団法人トロピカル
テクノプラス

沖縄県うるま市字州崎７
番地７号

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、令和２年度から令和３年度までの
２年間の継続事業の一環であり、継続した高
度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、令和２年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

16
科学技術
振興課

令和３年度成
長分野リ－ディ
ングプロジェク
ト創出事業研
究委託業務（沖
縄生物資源由
来の抗感染症
シーズを用い
た開発研究）

令和3年4
月1日

25,500,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎５
－１
沖縄バイオ産業振興セン
ター215号室

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、令和２年度から令和３年度までの
２年間の継続事業の一環であり、継続した高
度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、令和２年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約

17
科学技術
振興課

令和３年度成長
分野リ－ディング
プロジェクト創出
事業研究委託業
務（沖縄産エリ蚕
サナギを用いた
産学官・国際連
携によるアフリカ
豚熱経口ワクチ
ンおよび簡易診
断キットの開発）

令和3年4
月1日

23,500,000
株式会社沖縄UKAMI養
蚕

沖縄県国頭郡今帰仁村
字平敷267番地１・D号室

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、令和２年度から令和３年度までの
２年間の継続事業の一環であり、継続した高
度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、令和２年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約

18
科学技術
振興課

令和３年度知
的・産業クラス
ター支援ネット
ワーク強化事
業委託業務

令和3年5
月26日

24,000,000
（財）ＮＩＡＣ・東大連携機
構共同企業体共同企業
体代表者

沖縄県那覇市久茂地３丁
目15番９号アルテビル
ディング那覇

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、令和２年度から令和３年度までの
２年間の継続事業の一環であり、継続した高
度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、令和２年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約

19
科学技術
振興課

令和３年度沖
縄・ハワイ協力
推進事業委託
業務

令和3年5
月6日

6,100,000
エキスティックエピセン
ター株式会社

沖縄県浦添市勢理客４-
17-11　リウエンリースビ
ル１F

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業実
施に必要な能力面において優れており、選定
ライン(６割以上)の点数を獲得していることか
ら、契約の相手方として選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

20
科学技術
振興課

令和３年度ハ
ワイ東西セン
ター連携事業
委託業務

令和3年5
月14日

2,790,000
エキスティックエピセン
ター株式会社

沖縄県浦添市勢理客４-
17-11　リウエンリースビ
ル１F

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ１社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業実
施に必要な能力面において優れており、選定
ライン(６割以上)の点数を獲得していることか
ら、契約の相手方として選定した。

21
科学技術
振興課

令和３年度子
供科学技術人
材育成事業（児
童プロジェクト）
委託業務

令和3年4
月20日

19,127,000

子供科学技術人材育成
事業（児童プロジェクト）
共同企業体
①公益財団法人沖縄こど
もの国
②公益財団法人日本科
学技術振興財団

①沖縄市呉屋５-７-１
②東京都千代田区北の
丸公園２-１

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計２社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業の
遂行能力・進捗管理体制において優れており、
選定ライン(６割以上)の点数を獲得しているこ
とから、契約の相手方として選定した。

22
科学技術
振興課

令和３年度子
供科学技術人
材育成事業（中
学生及び高校
生プロジェクト）
委託業務

令和3年4
月22日

20,420,000
一般財団法人沖縄県公
衆衛生協会

南城市大里字大里2013
第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計２社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業の
遂行能力・進捗管理体制において優れており、
選定ライン(６割以上)の点数を獲得しているこ
とから、契約の相手方として選定した。

23
科学技術
振興課

沖縄科学技術
イノベーション
システム構築
事業（出口志向
型研究支援業
務）委託業務

令和３年
４月１日

173,714,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎５
－１

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成27年度から令和３年度まで
の７年間の継続事業であり、大学と企業との
マッチングや共同研究のフォローアップ等、継
続した取組が必要である。
　沖縄科学技術振興センターは平成27年度以
降、コーディネート業務を継続して実施してお
り、研究等に精通したコーディネーターを配置
し、共同研究の早期事業化に向け、共同研究
のフォローアップや県内大学等や企業とのマッ
チングの促進に取り組んできた。事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に事業を推進
するためには、引き続き、同センターによる継
続した支援が必要不可欠であることから、沖縄
科学技術振興センターを契約の相手方とした。
　なお、平成27年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

24
科学技術
振興課

先端技術活用
によるエネル
ギー基盤研究
事業コーディ
ネート業務

令和3年4
月1日

9,050,000
一般財団法人　南西地域
産業活性化センター

沖縄県那覇市久茂地３丁
目15番９号
アルテビルディング那覇

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成29年度から令和３年度まで
の５年間の継続事業であり、企業と大学の共
同研究のフォローアップ等、継続した取組が必
要である。
　事業の継続性を担保しつつ効率的・効果的
に事業を推進するため、本コーディネート業務
の実施状況や成果を評価する評価委員会を開
催し、継続可との評価を得たうえで、前年度の
受託者を契約の相手方とした。なお、平成29年
度に受託者を選定するにあたっては、公募型
プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約

25
科学技術
振興課

大学発SDGs社
会課題解決型
研究パイロット
事業委託業務

令和3年4
月9日

3,685,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、社会課題解決事業の検討業務で
あり、大学等の人文・社会科学と自然科学の
複数の領域の知見が連携した社会課題研究
の仕組みを構築する業務である。
　国立大学法人琉球大学は、沖縄県に所在す
る唯一の国立大学であり、医療系・文系・理工
系のからなる幅広い学問分野を網羅する県内
唯一の総合大学である。また、研究マネジメン
トを行う専門人材であるリサーチ・アドミニスト
レータ（URA）が所属する研究推進のための専
門組織（URA室）を有している。
　以上のことから、本事業を遂行するうえで、
不可欠な要件や能力を全て併せ持っているの
は、同法人において他には見当たらないため、
琉球大学と随意契約をおこなうこととした。

特命随意
契約

26
科学技術
振興課

沖縄感染症研
究成果活用促
進事業

令和3年4
月1日

19,414,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市州崎５－
１

第167条の２
第１項第２号

本業務は、平成30年度から令和３年度までの
４年間の継続事業であり、継続した研究開発
及び研究コーディネートが必要である。
　事業の継続性を担保しつつ効率的・効果的
に推進するため、外部有識者を含めて構成す
る評価委員会を開催し、継続可との評価をを
得た上で、昨年度に引き続き同一の受託先を
契約の相手方とした。なお、平成30年度の業
者選定に当たっては、公募型プロポーザル方
式を採用した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

27
科学技術
振興課

令和３年度先
端医療技術実
用化促進事業
委託業務（幹細
胞抽出培養
シートの臨床応
用に向けた研
究開発）

令和３年
４月１日

39,272,860
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎５
－１

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成31年度から令和３年度まで
の３年間の継続事業の一環であり、継続した
高度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、平成31年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用した。

特命随意
契約

28
科学技術
振興課

令和３年度先
端医療技術実
用化促進事業
委託業務 （細
胞シート治療実
用化促進研究）

令和３年
４月１日

39,273,000
社会医療法人友愛会友
愛医療センター

沖縄県豊見城市字与根
50番地５

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成31年度から令和３年度まで
の３年間の継続事業の一環であり、継続した
高度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、平成31年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用しており、左記
相手方は、令和２年８月に同一法人内別病院
から業務を引き継いでいる。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

29
科学技術
振興課

令和３年度先
端医療技術実
用化促進事業
委託業務（沖縄
県の健康長寿
復興に向けた
疾患ゲノム研
究）

令和３年
４月１日

39,273,000
一般社団法人トロピカル
テクノプラス

沖縄県うるま市字州崎７
－７

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、平成31年度から令和３年度まで
の３年間の継続事業の一環であり、継続した
高度な研究開発が必要である。
　令和２年度末に有識者等により構成される評
価委員会を開催したところ、研究継続は可であ
るとの意見を得た。これを踏まえ、事業の継続
性を担保しつつ効率的・効果的に推進するた
め、令和２年度と同一の事業者を契約の相手
方とした。
　なお、平成31年度の業者選定にあたっては、
公募型プロポーザル方式を採用しており、左記
相手方は、令和２年度からの契約の相手方で
ある。これは、平成31年度受託者から、「研究
継続は可であるものの事業化に向けた体制強
化が望ましいとの評価委員会（平成31年度末
実施）意見を踏まえ、管理法人（受託者）として
左記の者を追加し、引き続き研究を行いたい」
旨の申出があり、県は精査の上認めたことに
よる。

特命随意
契約

30
情報基盤
整備課

市町村役場対
向多重無線回
線改修工事（与
那原町）

令和3年4
月27日

5,453,800
日本電気株式会社　沖縄
支店

那覇市久茂地２－２－２
第167条の２
第１項第２号

　本工事は、与那原町役場の新庁舎移転に伴
い、沖縄県総合行政情報通信ネットワーク（以
下「本ネットワーク」という。）の中継局改修工
事（アンテナ方向調整、ネットワーク試験等）を
行うものである。
　本ネットワークは、災害対策基本法等防災関
係法令及び地域防災計画に定められている知
事の防災上の責務遂行のための通信手段とし
て構築・整備したネットワークであり、平時にお
いても行政情報システムを通信する重要な通
信回線である。
　そのため、工事の実施にあたっては、本ネッ
トワークの運用を妨げずに行う必要があり、求
められる要件として、ネットワークの構成および
設定等に関する専門的知識を有する者である
こと、また、工事完了後に本ネットワークに障
害が発生した場合に、その原因が修繕に起因
するものか、本ネットワーク整備時からのもの
か、その責任の所在が不明確にならないこと
が必要となる。
　上記要件を満たすのは、当該設備の整備工
事事業者のみであるため、当該設備の整備工
事を行った日本電気（株） を選定した。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

31
地域・離島
課

令和3年度地域
づくりイノベー
ション事業業務
委託

令和3年
４月１日

1,000,000
公益社団法人
沖縄県地域振興協会

沖縄県那覇市旭町116番
地37

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、自主的・主体的な取り組みを行っ
ている地域づくり活動をピックアップし、先導的
な地域づくり活動として発展・定着することを目
的に支援体制を整備する取り組みである。そ
のため、委託先は県内における地域づくりを広
くリードできる実施体制を有することが必要で
ある。
　公益社団法人沖縄県地域振興協会は、①県
内の地域づくり活動の現状や課題等の情報に
精通するとともに、②民間助成機関や市町村
等とのネットワークを有しているほか、③公益
的かつ公平な立場で不特定かつ多数の者の
利益増進のため、県の地域振興施策と連動し
て、地域振興や地域活性化等に関する事業を
実施しており、本事業を効果的に推進できる委
託先である。

特命随意
契約



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

32
地域・離島
課

令和3年度「地
域づくり団体活
動事例集作成
事業」委託業務

令和3年
４月１日

3,977,000
公益社団法人
沖縄県地域振興協会

沖縄県那覇市旭町116番
地37

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、地域住民等が中心となり自主的・
主体的に取組みを行っている地域づくり活動に
対し、地域づくり活動の専門家等が聞き取り取
材による事例収集を行い、情報発信することで
多様な地域づくりの展開、新たな交流への発
展に寄与し、地域特性に応じた共助・共創型地
域づくりについて自治体・企業・住民等の理
解、活動の定着を促すことを目的としている。
　そのため、本事業を効果的に推進するにあ
たり、県内の自治会等を含めた地域づくり活動
の全体像を俯瞰し、県の地域振興施策を総合
的に理解する委託先と相互に連携した事業実
施体制を構築・展開する必要がある。
　公益社団法人沖縄県地域振興協会は、①地
域づくり活動の推進事例を選定し現地調査を
実施予定であり、推進事例の選定には地域づ
くり活動に携わった実績と経験があり、各地域
に対して偏りのない公平公正な選考が行える
こと、②営利を目的としない、公益性の高い団
体であること、③県、市町村、各種支援機関等
が実施する地域づくり団体への支援について
熟知していること、④県の地域振興施策、県内
における地域づくり活動の現状や課題等に関
する情報を把握していること、⑤県内における
地域づくり活動に対する豊富な支援実績があ
り、各種支援機関、市町村等のネットワークを
有していることから、本事業を効果的に推進で
きる委託先である。

特命随意
契約

33
地域・離島
課

令和３年度離
島特産品等
マーケティング
支援事業業務
委託

令和3年
４月１日

20,775,000 株式会社たしざん
東京都港区赤坂七丁目６
番55-601号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ５つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を選定委員会において審査し、業務実
施体制、業務行程等を総合的に評価し、選定
した。

34
地域・離島
課

令和３年度沖
縄県移住定住
促進事業委託
業務

令和3年
４月１日

23,974,555
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304-1 1F

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

35
地域・離島
課

令和３年度沖
縄県移住応援
サイト運用等委
託業務

令和3年
４月１日

4,302,276 バッカム株式会社
沖縄県浦添市牧港3-22-
5

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

36
地域・離島
課

令和３年度離
島観光・交流促
進事業

令和３年
４月１日

133,844,995

パム・コークリエーショ
ン、ジャンボツアーズ共
同企業体

①株式会社パム・コーク
リエーション

①那覇市久茂地2-3-10
RBCメディアセンタービル

②那覇市久茂地2-15-10
久茂地BKビル

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案審査会において審査し、
業務実施体制、業務行程、事業終了後の展望
等を総合的に評価し、選定した。

37
地域・離島
課

令和３年度離
島オンライン体
験サポート事
業

令和３年
４月１日

56,573,000

パム・コークリエーショ
ン、アクティブティジャパ
ン共同企業体

①株式会社パム・コーク
リエーション

①那覇市久茂地2-3-10
RBCメディアセンタービル

②東京都新宿区新宿1-
34-5　VERDE VISTA

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２つの共同企業体から応募があった。企画
提案内容等を企画提案審査会において審査
し、業務実施体制、業務行程、事業終了後の
展望等を総合的に評価し、選定した。

38
地域・離島
課

令和３年度沖
縄離島体験交
流促進事業業
務委託

令和３年
４月１日

219,298,000

株式会社カルティベイト・
沖縄県旅行・観光事業協
同組合共同企業体

①株式会社カルティベイ
ト

①沖縄県那覇市天久1-21-
10

②沖縄県那覇市松尾1-9-
49　2F
　株式会社リウボウ旅行
サービス内

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を選定委員会において審査し、業務実
施体制、業務行程等を総合的に評価し、選定
した。

39
地域・離島
課

新たな離島振
興計画策定支
援等業務委託

令和3年
6月１日

15,729,000

新たな離島振興計画策
定支援等業務共同企業
体
①株式会社電通沖縄
②株式会社電通コンサル
ティング

沖縄県那覇市久茂地３－
21－１　國場ビル

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案選定委員会において審
査し、業務実施体制、業務行程等を総合的に
評価し、選定した。

40
地域・離島
課

令和３年度小さ
な拠点づくり支
援事業

令和3年
6月１日

5,999,543 ランドブレイン株式会社
沖縄県那覇市松尾１丁目
19番27号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案審査会において審査し、
業務実施体制、業務行程、事業終了後の展望
等を総合的に評価し、選定した。



企画部　における随意契約の実績　　（令和３年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法

施行令（根拠）
契約の相手方の選定理由 その他

41
地域・離島
課

令和３年度沖
縄しまっちんぐ
実証事業委託
業務

令和3年
6月１日

14,702,600

プロモうるま・OTSサ研共
同企業体
①一般社団法人プロモー
ションうるま
②株式会社OTSサービス
経営研究所

①沖縄県うるま市字田場
1304-1 1F
②沖縄県那覇市松尾1-
2-3　5階

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ８事業者から応募があった。企画提案内容
等を選定委員会において審査し、業務実施体
制、業務行程等を総合的に評価し、選定した。

42 市町村課

令和３年度市
町村分普通交
付税等算定事
務の電算処理
委託

令和３年
4月1日

2,235,199
地方公共団体情報システ
ム機構

東京都千代田区一番町２
５番地

地方自治法
施行令第167
条の２第１項

第２号

「令和３年度市町村分普通交付税等算定事務
電子計算機処理実施要綱について」（令和３年
４月１日付け総財交第34号総務省自治財政局
交付税課長通知）に基づき、地方公共団体情
報システム機構に委託するものである。

特命随意
契約

43 市町村課

「貸付金償還管
理システム」保
守サポート契
約

令和３年
4月1日

123,200 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻2丁目
17番1号

地方自治法
施行令第167
条の2第１項

第2号

当該契約は、システム保守管理業務であり、
契約を履行できるのはシステムを構築した(株)
オーシーシーに限定されるため。

特命随意
契約

44
企画調整
課

SDGsマグネッ
トバッジの購入

令和3年6
月2日

150,000
一般財団法人　沖縄県セ
ルプセンター

沖縄県那覇市首里石嶺
町４丁目373番地１

第167条の２
第１項第３号

本バッジはリュウキュウマツが加工される際に
廃棄される端材を障害者就労施設で加工し、
マグネット取り付け等の作業を行い、作成され
るもの。一般財団法人セルプセンターでは、障
がい者就労施設の調整を数多く行い、多数の
商品を販売している実績があるため、契約の
相手方とした。

特命随意
契約


